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毎月１０日発行 
安心会計ニュース 

発  行  者 

税理士法人橋本会計 

電話（０３）５４４２－２６３１ 2021 年 3 月 10 日発行 

コロナ禍の法人決算・資金の状況 
2020年 7月決算から 12月決算までの医科・歯科の医療法人の決算状況及び資金の状況に 

ついて、コロナ禍の状況を考慮してまとめました。 

1. 医科の状況 

（１）法人決算の状況（単位：万円） 

項目 平均金額 赤字数 赤字比率 

前年決算利益 379 4 22.2％ 

コロナ禍決算利益 -229 11 61.1％ 

コロナ支援利益 252 - - 

実質決算利益 -482 13 72.2％ 

前年比増減 -861 15 83.3％ 

（２）資金の状況 

項目 平均金額 運転資金倍率 

コロナ借入前現預金 2,994 2.50 

コロナ資金借入 1,922  

決算時点現預金 4,916 4.11 

平均診療収入 1,197  

 

2. 歯科の状況 

(1) 法人決算の状況（単位：万円） 

項目 平均金額 赤字数 赤字比率 

前年決算利益 571 8 15.7％ 

コロナ禍決算利益 449 17 33.3％ 

コロナ支援利益 173 - - 

実質決算利益 276 21 41.2％ 

前年比増減 -294 30 58.8％ 

(2)資金の状況 

項目 平均金額 運転資金倍率 

コロナ借入前現預金 2,231 1.86 

コロナ資金借入 4,312  

決算時点現預金 6,543 5.47 

平均診療収入 1,196  

 

 

 

 

医科まとめ（18法人） 

・全体の約６割が赤字決算 

・コロナ支援金平均 252 万円、適用者平均

324万円 

・コロナ支援金を考慮すると実質利益は482

万円の赤字（全体の７割が赤字） 

・前期比利益減少は 861 万円。全体の８割

が前年比利益減少。 

・運転資金の水準はコロナ借入前も 2 カ月

超で 2994万円 

・コロナ借入平均 1922万円、借入実績平均

4325万円 

・決算時点の運転資金水準は 4 カ月超で

4916万円 

歯科まとめ（51法人） 

・決算利益は 449 万円の黒字。全体の約 3

割が赤字決算 

・コロナ支援金平均 173 万円、適用者平均

284万円 

・コロナ支援金を考慮すると実質利益は276

万円の黒字（赤字は全体の 4割） 

・前期比利益減少は 294万円。全体の 6割

が前年比利益減少。 

・運転資金の水準はコロナ借入前 1.8 カ月

超で 2231万円 

・コロナ借入平均 4312万円、借入実績平均

5498万円（分院借入有） 

・決算時点の運転資金水準は 5 カ月超で

6543万円 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歯科会計 
運転資金と借入金のバランス 

 コロナ資金借入の実行により、運転資金残高（現預金残高）が多額になっています。資金上は問題あ

りませんが、コロナ借入金により運転資金が多額になっている場合には注意が必要です。 

1. 運転資金が多額の場合の注意事項 

（１）歯科・医科の場合には、社保等の振込が２カ月先となるため実質的な運転資金は現預金残高と社

保国保未収入金の２カ月分ということになります。 

（２）通常期であれば現預金残高は診療収入の２カ月分あれば実質的には４カ月分の運転資金を確保

していることになります。コロナ禍においては、4カ月分の現預金残高があれば十分です。 

（３）現預金残高が多額の場合には、借入金の返済も必要ですが運転資金水準が低い場合には運転資金

を確保するまでは、借入金の一括返済等は待って下さい。 

2. コロナ借入金の返済についての注意事項 

（１）運転資金の確保ができていない状況での、一括返済、他社借入返済については慎重に対応して下

さい。特に、コロナ借入は使途を運転借入としている場合がほとんどなので、設備資金への流用

等については注意して下さい。 

（２）コロナ借入金の据置期間中（無利息期間中）の対応の注意点（資金管理表の活用） 

① 現状での運転資金確保の確認をして下さい。 

② 十分でない場合には、追加借入の検討、利益確保（資金確保）のため、診療収入計画の見直

しを実施して下さい。 

③ コロナ借入金の一括返済額の算定をして、約定返済する金額とその後の月々の返済予定額を

算定して下さい。 

④ コロナ借入及びその他借入も含んだ月々の返済予定額で資金計画を作成し、現状の診療収入

及び経費支出との関係で返済可能か検討して下さい。 

⑤ 返済可能の場合には、一括返済予定額を返済時期まで確保しておくようにお願いします。 

⑥ 返済が難しい場合には、一括返済時期までに診療収入アップ、経費削減により返済原資を確

保できるように計画して下さい。 

⑦ 上記の検討は各お客様ごとに「資金管理表」により検討できるように準備してありますので、

担当までお申しつけ下さい。 

（資金管理表サンプル） 

 

 

 

 

 

番号 金融機関 借入残高 利率
返済

回数

返済

開始

返済

期日

現状

月額返済金

2021/09/3

0

月額返済金

①日

月額返済金

①日

月額返済金

①日

月額返済金

①日

月額返済金

1 △□銀行 5,000,000 1.5% 60 2018/8/31 2023/7/31 83,333 83,333 83,333 83,333 83,333 83,333

2 ○◎信金（コロナ借入） 30,000,000 1.0% 120 2021/9/30 2030/8/31 0 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

　 一括返済予定額 -10,000,000 120 2021/9/30 2030/8/31 0 -83,333 -83,333 -83,333 -83,333 -83,333

合計 25,000,000 　 　 　 83,333 250,000 250,000 250,000 250,000 250,000

摘要 金額

普通預金 10,000,000

定期預金 20,000,000

その他 0

小計① 30,000,000

月額診療収入 5,000,000

4か月分収入② 20,000,000

一括返済予定額 10,000,000



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドクター会計 

 令和 2 年分確定申告期限 
 3 月 15 日は本来であれば確定申告の期限ですが、すでに発表されているように新型インフルエンザ

等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の期間が確定申告期間と重なることを踏まえ、申告所得税、贈

与税、個人事業者の消費税について、全国一律で令和 3年 4月 15日（木）まで延長されています。 

 それにより、振替納税の振替日も変更となっていますので、お気を付けください。 

 なお、申告期限は延長となっていますが、橋本会計では当初の申告期限内までに申告が完了するよう

に申告作業を進めておりますので、ご協力をお願いいたします。 

 

1.延長後の申告期限 

〇 申告期限及び納付期限 

税目 当初 延長後 

申告所得税 令和 3年 3月 15日（月）  

個人消費税 令和 3年 3月 31日（水） 令和 3 年 4 月 15 日（木） 

贈与税 令和 3年 3月 15日（月）  

 

〇振替日 

税目 当初 延長後 

申告所得税 令和 3年 4月 19日（月） 令和 3 年 5 月 31 日（月） 

個人消費税 令和 3年 4月 23日（金） 令和 3 年 5 月 24 日（月） 

 

2.振替納税手続の簡素化 

 所得税の納税方法には、納付書での納付の他、コンビニ納付やクレジット納付、振替納税やダイレク

ト納付といった方法があります。その中でも振替納税は多くの方がご利用されています。 

 その振替納税制度について、令和 3年 1月より次の通り手続が簡素化されています。 

 ①e-Taxの利用が可能に 

  今までは確定申告期限までに振替依頼書に必要事項と銀行印を押印し、所轄の税務署へ提出する必 

要がありましたが、令和 3年 1月から、e-Taxでの提出が可能になりました。 

なお、ダイレクト納付利用届出書についても同様に e-Taxでの提出が可能となっています。 

 ②納税地の異動届への記載により税務署変更の際の再提出が不要に 

  引越し等による納税地の異動に伴い管轄の税務署が変わった場合には、変更後の税務署へ振替納税 

の手続を再度行う必要がありました。この再提出を忘れてしまうと、振替納税が行われず納付漏れ 

となってしまいますが、令和 3年 1月からは変更前の税務署に、異動後も継続して振替納税を行 

う旨を記載した納税地の異動又は変更に関する届出書を提出すれば、改めて手続を行う必要がなく

なりました。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

医療承継 
相続税率を考慮した暦年贈与額 

前回のニュースにて、資産規模が大きく将来高い相続税負担が見込まれるケースでは、

贈与税負担が生じても 110万円を超える暦年贈与にメリットがある旨お話しました。 

今回は具体的な事例を用いてその点解説いたします。 

 

＜事例＞ 

 ・相続財産の見込…3億円  ・相続人…子供 2人   

 ・仮に子供 2人に 710万円づつの現金贈与を行ったとする      

            ↓ 

 （贈与税額） 

   （710万円－基礎控除 110万）×20％－30万 ＝ 90万円 （特例税率適用） 

    子供 2人の贈与税額の合計…180万円 

 

 （将来の相続税額の減少額） 

   相続人 2人で 3億円の相続財産があるケースでは、一番高い税率がかかる部分は

４０％の税率（※）になります。 

   710万円づつ子供 2人に贈与すると、合計 1420万円の相続財産が減少します。 

           ↓ 

   △1420万円×40％＝△568万円（相続税減少） 

 

  ∴ 贈与税負担は 180 万円あるが、将来の相続税負担は 568 万円減少 

 

具体的な贈与税額の目安は相続財産のボリュームや相続人の人数・構成に応じてケー

スごとに変化しますのでご相談ください。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

基礎控除110万円を

引いた後の金額

特例贈与税率

（20歳以上の子や孫

等に贈与した場合）

控除額 課税対象額 相続税率

200万円以下 10% 1000万円以下 10%

400万円以下 15% 10万円 3000万円以下 15%

600万円以下 20% 30万円 5000万円以下 20%

1000万円以下 30% 90万円 1億円以下 30%

1500万円以下 40% 190万円 2億円以下 40%

3000万円以下 45% 265万円 3億円以下 45%

4500万円以下 50% 415万円 6億円以下 50%

4500万円超 55% 640万円 6億円超 55%

※相続財産3億円で相続人が子供2人の場合、（3億ー基礎控除4200万）÷２＝1億2900万円

の1人あたりの課税対象額になります。→　税率４０％の相続税率がかかる部分が存在します。


